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と内部環境を分ける内外基準、および外部環境と
してのマクロ環境に焦点を当てた。 
今後の課題は、製造企業のミクロ環境と内部環
境、そして経営および生産管理を中心とする管理
を究明することである。 
 
謝 辞 
投稿の機会を与えていただいた九州情報大学、
ならびに関係者各位に感謝する。 
 
【注】 
(1) 平野 (2001), pp.55-58. 
(2) 同上書、p.192. 
(3) 伊藤 (2007), pp.50-59. 
(4) ウィキペディア (2013/05/09) 「ソニーイーエムシーエス」, 
 JMA（2013/12/10 閲覧）、西原ネットジャーナル（2013/12/
10 閲覧）ほか参照。 
(5) 上記・西原ネットジャーナル参照。 
(6) JMAC（2013/12/10 閲覧）。 
(7) 南龍久 (1992)「現代企業の経営管理」植村（編）第Ⅲ編第 1
章、pp.178-179 参照。 
(8) kotobank（2013/11/12 閲覧）。 
(9) 岩波書店(2008, 2009)『広辞苑（第六版）』(EX-word) 。 
(10) ウィキペディア (2013/9/16) 「企業」。 
(11) 上記定義にない定義がある。これはバーナード理論に基づく
もので、「企業（体）」を協働体系の 1 つとみる見方である。 
(12) 前掲、岩波書店 (2008, 2009), 国語辞書（goo 辞書）。 
(13) 山城（編）(1969), p.37 参照。 
(14) 同上書、pp.5-6, 36-37 参照。 
(15) 前掲、南 (1992), pp.177, 195-210 参照。 
(16) 平野 (2001), 前掲書、p.29 参照。 
(17) 一般に「企業環境」と言えば、企業の外部環境を指すことが
多いので注意を要する。 
(18) 雇用開発センター（2013/12/08 閲覧）。 
(19) 越後 (2004/12), 参照。 
(20) ウィキペディア (2013/03/08) 「時空」。 
(21) ウィキペディア (2013/11/01) 「時間」「時刻」参照。 
(22) WIKIPEDIA (2014/01/24) “PEST analysis” ほか参照。 
(23) zeeshanvail (2010/03/18), むさし税理士法人 (2012/12/18) ほ
か参照。 
 
 
(24) 例えば PESTLE で LE…L: Legal (factors), E: Environmental
を追加している (WIKIPEDIA (2014/01/24) “PEST analysis”)。 
(25) DareCon（2013/12/10 閲覧）ほか参照。 
(26) 河野龍太郎 (2010) 参照。 
(27) ノース（2014/01/26 閲覧）ほか参照。  
(28) ウィキペディア (2013/06/05) 「集団的知性」ほか参照。 
(29) 前掲、河野 (2010) ほか参照。 
 
【引用・参考文献】 
[1] 平野裕之（著）(2001)『製造企業と生産管理』日刊工業新聞社。 
[2] 伊藤賢次（著）(2007)『現代生産マネジメント』創成社。 
[3] ウィキペディア。 
[4] JMA 『これからのものづくりにおける生産技術者の役割』
（2013/12/10 閲覧）http://www.jma.or.jp. 
[5] 西原ネットジャーナル「ものづくりの経営」（2013/12/10 閲
覧）http://www.geocities.jp/f05_west/akeiei0116.html#k206. 
[6] JMAC「生産管理の範囲はどこまで？」（2013/12/10 閲覧）  
http://www.jmac.co.jp/chiebukuro/chiebukuro3.html. 
[7] 植村省三（編）(1992)『現代経営学の基本問題』白桃書房。 
[8] kotobank「デジタル大辞泉の解説：企業」（2013/11/12 閲覧）。 
[9] 岩波書店(2008, 2009)『広辞苑（第六版）』(EX-word). 
[10] 国語辞書（goo 辞書）。 
[11] 山城章（編）(1969)『現代の経営理念（理論編）』白桃書房。 
[12] 雇用開発センター「正規社員と非正規社員との違いとは？」
（2013/12/08 閲覧）http://www.hiraku-navi20.jp/layer3/a04a_11.html. 
[13] 越後修（著）(2004/12)「内部化理論の整理と統合」北海学園
大学経済論集 第 52 巻第 2・3 合併号（2013/12/10 閲覧）http://ec
on.hgu.jp/books/pdf/5223/etigo_57470.pdf. 
[14] WIKIPEDIA. 
[15] zeeshanvail (2010/03/18) “Peste Analysis Airline”（2014/01/28
閲覧）http://www.slideshare.net/zeeshanvali/peste-analysis-airline. 
[16] むさし税理士法人 (2012/12/18) 「起業プラン PEST 分析」 
（2014/01/28 閲覧）http://www.z634.com/?p=515.  
[17] DareCon「SWOT 分析その 1」（2013/12/10 閲覧）http://www.
darecon.com/tool/swot1.html. 
[18] 河野龍太郎(2010)「ヒューマンエラーとは」(2013/11/17 閲覧)
http://www.jichi.ac.jp/msc/wpgresql/wp-content/uploads/2010/05/meds
afe-100509-01.pdf. 
[19] ノ ー ス 「 意 識 ・ 認 識 ・ 意 思 」 (2014/01/26 閲 覧 )
http://www7b.biglobe.ne.jp/~jinzo-ningen/10110.html. 
〈論 文〉 
- 37 - 
 
学校規模が学校経営諸現象に与える影響の考察  
Considering of the Capacity of Schools with School Organization 
 
波多江 俊介  
Shunsuke Hatae 
 
 
【要 約】  
本稿は、学校規模が学校経営諸現象にどういった影響をもたらすかについて考察した
ものである。学校組織研究において学校経営体制のワン・ベストモデルが探究されてい
るものの、学校によって経営資源として活用できる人的・物的資源は異なる。学校規模
によってそういった資源の多寡は異なることが推定される。そこで本稿は、学校規模が
学校経営上の諸現象にどういった影響を与えるかを考察した。結果、「小規模校における
メリット」にのみ差異が見られ、それ以外は学校ごとに資源の多寡に差はあっても何ら
かの形でその差を吸収するマネジメントの存在が推察される。  
 
 
キーワード :  教育課程 学校規模 学校組織  
 
 
１．問題の所在と本稿の目的

本稿は、特に学校規模がもたらす、教育課程編
成を含む学校経営への諸影響に関する、管理職の
認識を明らかにすることを目的とする。 
 
（１）学校規模研究の諸課題 
日本では、2005年より人口減少社会に突入し
たとされる（河野 2007）。人口減少が教育に及
ぼす問題については、主に「学校統廃合」と「学
校・学級の『適正』規模問題」に関するものとし
て研究が蓄積されてきた（波多江・川上 2013）。
後者の学校・学級の適正規模については、「適
正」な規模のコンセンサスを得ること（貞広
2012）が今後重要な課題となる。子どもの通学
の問題や適切な学習環境等、様々な視点による総
合的・学際的な研究が求められ、成果の蓄積が期
待される（山下2010、葉養・西村2009）。 
学校規模や学級規模が子どもに与える影響を考
察した諸研究では、統計上の統制変数として用い
られるに留まらず、様々な学校運営上の諸現象と
結びつけた研究がなされてきた（水野ら 2005）。 
例えば学校規模については、学校規模ごとにも
たらされる諸影響を広範に調査・整理し、学校規
模の区分に関する考察がなされている（貞広 
2010）。他にも、教師ストレスと学校規模との
関連が考察されていたり（飛田・高良 1996、斎
藤 2000）、学校組織におけるリーダーシップの
研究でも、学校規模とリーダーシップ効果との関
連が検討されたりしている（露口 2008、2012）。
「効果のある学校」の研究では、中学校において
大規模校は「効果のある学校」になりにくいのに
対し、小学校では逆に大規模校の方が「効果のあ
る学校」になりやすいことが示されている（志水 
2009）。 
ただしこれら諸研究は、相関分析・回帰分析を
用いた考察を行っており、分析を行う上で直線的
な影響関係・因果関係を前提としている場合が多
い。しかし、「適正」な学校規模の存在を仮定す
るのであれば、例えば学校規模の大小と教師スト
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レス多寡との関係性や、学校規模の大小と教育効
果との関係性等は、単純な直線関係で推計できる
とは限らない。その点で、今後の実証においては
データ収集や分析手法に更なる工夫が求められる。 
また、学校経営研究（教育経営研究）は、経営
にとってのワン・ベストモデルを志向しがちであ
る。そこでは、学校組織ごとの物的・人的資源の
多寡といった所与の条件については十分に考慮さ
れない（川上 2011）。それら諸資源は学校規模
によって大きく異なることが考えられるため、学
校規模が学校経営上にどのような影響をもたらす
かについて考察する必要がある。 
上記課題をふまえ、本稿では「学校規模が学校
運営諸現象にどのような影響をもたらすか」につ
いて考察していく。 
 
２．調査デザイン
 
（１）調査対象と手続き 
調査対象は、A市内の特別支援学校を除く公立
小学校の管理職である。2013年6月に電子媒体で
質問票を作成・送付し、回収・分析を行った。配
布は、A市内の公立全小学校131校の管理職（校
長・副校長・教頭）260名に対して行った。回収
票数および回収率は表１の通りである １ 。 
表１：回収結果一覧
回収結果 回収票数 回収率 
小学校管理職 237 / 260 91.2 % 
今次の分析では、小学校管理職の回答分を分析
に用い、学校規模が学校経営諸現象にもたらす課
題を析出する。 
 
（２）調査データ 
調査項目は、調査プロジェクトチームのメン
バーと、A市教育委員会企画課職員とで協議を行
い設定した。学校の学級数や１学級の児童生徒数
等の基本情報に加え、小規模・大規模により生じ
ると予想される課題についてリッカートスケール
で尋ねた（「４：その通りだと思う」～「１：思
わない」の4段階）。回答の方法は、小規模校や
大規模校に勤務経験があれば回答を求めるという
回想的回答形式を採っている。 
一般的な項目を列挙して、現任校の学校規模ご
とに整理する方法も検討したものの、回答者が規
模によりもたらされる課題を認知・経験していな
ければ析出は困難と考え、限界を承知しつつも今
次の方法を採用した ２ 。 
 
３．分析
 
小規模校・大規模校における教育課程編成上の
課題を整理するため、探索的因子分析を行う。 
 
（１）小規模校における学校経営上の課題 
 小規模校の課題に関する22項目について因子
分 析 を 行 っ た 。 固 有 値 の 変 化
（5.24,2.16,1.66,1.41,1.15,1.05…）と因子の解
釈可能性を考慮し、5因子構造が妥当であると考
えた。そこで再度5因子を仮定して主因子法・
Promax回転による因子分析を行った。その結果、
十分な因子負荷量を示さなかった2項目を除外し、
残りの20項目に対して再度主因子法・Promax回
転による因子分析を行った（表２）。 
 第1因子は、不審者侵入等の緊急時対応の難し
さや、分掌負担、担任配置等に関する課題群から
構成されており、これを「人的資源の不足に関す
る課題（α係数＝.79）」と命名する。第2因子は、
個人判断での指導への陥りやすさや、技術向上機
会の少なさ等、教員が足並みをそろえることの難
しさに関する課題群から構成されており、これを
「個業化に関する課題（α係数＝.76）」と命名
する。第3因子は、合唱や運動会、体育の授業で
の集団編成に関する課題群で構成されており、こ
れを「活動グループ編成に関する課題（α係数
＝.69）」と命名する。第4因子は、児童が集団の
中での切磋琢磨していくことの難しさに関する課
題群で構成されており、これを「児童集団に関す
る課題（α係数＝.71）」と命名する。第5因子は、
児童の把握のしやすさや、協力的な雰囲気等のポ
ジティブな側面に関する項目群で構成されており、
これを「小規模校に関するメリット（α係数
＝.64）」と命名する ３ 。学校規模が小さいた
めに協力する雰囲気が醸成されやすい一方で、そ
ういった雰囲気が醸成されずに教員の足並みがそ
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ろわなくとも学校は回る。この両義的な要素（協
力と個業）が同時に組織に内在していることは、
学校の組織特性であるとされる（佐古  1990、
2006）。 

（２）大規模校における学校経営上の課題 
 大規模校の課題に関する24項目について因
子 分 析 を 行 っ た 。 固 有 値 の 変 化
（7.71,1.89,1.40,1.09…）と因子の解釈可能性を
考慮し、3因子構造が妥当であると考えた。そこ
で再度3因子を仮定して主因子法・Promax回転
による因子分析を行った。その結果、十分な因子
負荷量を示さなかった5項目を除外し、残りの19
項目に対して再度主因子法・Promax回転による
因子分析を行った（表３）。 
 第1因子は、他学年児童の把握や共通理解や関
わりの不十分さ等、教員間の連携の難しさに関す
る課題群から構成されており、これを「教員間連
携に関する課題（α係数＝.74）」と命名する。
第2因子は、児童の学校や学級に対する所属感・
連帯感の希薄化等、児童に関する課題群から構成
されており、これを「児童集団に関する課題（α
係数＝.81）」と命名する。第3因子は、教員が個
人の裁量で判断をしたり、指導の偏りを生じさせ
たりする等、教員の個業化に関する課題群から構
成されており、これを「教員個業化に関する課題
（α係数＝.79）」と命名する。 
 
（３）学校規模が教育課程編成に与える影響 
本稿で使用しているデータは、回答を回想的に
求める方法を採用し、取得されたものである。す
なわち、小規模校や大規模校にこれまで勤務経験
のある管理職にのみ回答を求めたものである。こ
の方法のメリットとしては、小規模校や大規模校
での勤務経験者が回答するため、規模の与える影
響の実態を把握した上での回答が得られる点であ
る。また、一定数のサンプル数が確保できる点も
利点である。 
上記方法を採用した事情により、現任校が小規
模校であれば、小規模校の課題を強く感じる傾向
にあると推定される。また、現任校が大規模校で
あれば、大規模校の課題を強く感じる傾向にある
と推定される。ゆえに次のような仮説が生じる。
「a：現在勤務している学校の規模が小さいほど、
小規模校のメリットを強く認識する傾向があ
る。」・「b：現在勤務している学校の規模が小
さいほど、小規模校のデメリットを強く認識する
傾向がある。」・「c：現在勤務している学校の
規模が大きいほど、大規模校のメリットを強く認
識する傾向にある。」・「d：現在勤務している
学校の規模が大きいほど、大規模校のデメリット
を強く認識する傾向にある。」という４つの仮説
である。以下では、これら４つの仮説を検証する
ことで、学校規模が教育課程編成上に与える影響
を明らかにすることができる。以下、検証を行っ
ていく。 
質問項目の中で現任校の学校規模について尋ね
た項目がある。これをA市の学校規模区分に従っ
て区分すると表４のようになる。これらを説明変
数とする。 
表４：学校規模別分類
学校規模 一学校あたりの学級数 N 
過小規模校 6学級以下 47 
小規模校 7～11学級 40 
標準規模校 12～24学級 139 
大規模校 25学級～30学級 10 
過大規模校 31学級以上 0 
被説明変数として、表２・３で析出した小規模
校・大規模校における課題について、因子ごとに
それぞれ下位尺度に相当する項目の平均値を算出
したものを使用する ４ 。分析方法は、一元配置
の分散分析を採る ５ 。 
 分析結果は、表５・表６の通りである。小規模
校の課題に関する「小規模校に関するメリット」
のみ有意な結果が見られた。その他は有意な結果
は得られなかった ６ 。 
  

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表２：小規模小学校における課題の因子分析結果
項目 1 2 3 4 5 h2 MD SD 
不審者の侵入時や災害等の緊急時に他の教員の支援を
受けにくく，児童の安全を確保しにくいと感じる。 
.794 .060 -.190 -.074 .070 .513 2.59 .80 
標準規模(12～24学級)校に比べ教員一人あたりの校務
分掌上の負担が大きくなると感じる。 
.589 -.181 -.099 .109 .100 .280 3.50 .62 
学級担任の配属など校内人事が難しいと感じる。 .562 -.001 -.042 .011 -.118 .353 2.83 .86 
修学旅行や自然教室など，学年行事の実施にあたって
教員の調整などがしにくいと感じる。 
.554 .034 .115 -.079 -.091 .377 2.60 .92 
指導に当たる教員が少ないため，クラブ活動等で児童
の多様な要望に応えることが難しいと感じる。 
.506 -.065 .134 -.009 .093 .280 3.09 .74 
教育活動および学校の管理・運営にかかる費用は規模
にかかわらず一定額を要するため，効率が悪いと感
じる。 
.497 .049 .114 .027 -.035 .365 2.58 .85 
校務分掌，研修会や行事などで，教育効果を十分にあ
げ得る教員組織を編成することが難しいと感じる。  
.414 .144 .053 .238 -.114 .540 2.45 .85 
新任教員や経験が浅い教員の場合，個人の判断や裁量
に基づく教育や指導に陥る傾向があると感じる。 
-.043 .871 .053 -.122 .101 .596 2.59 .70 
教員が個人の判断や裁量に基づく指導に陥りやすいと
感じる。 
-.034 .824 -.063 .089 .082 .689 2.50 .71 
教員の協働による活動の機会が少なく，教育技術の向
上や改善が難しいと感じる。 
-.081 .613 .034 .058 -.151 .452 2.01 .72 
日常的な相談や児童についての情報交換ができる教員
が学校内にいないと感じる。 
.248 .383 .012 -.076 -.092 .301 1.82 .72 
合唱・合奏など，集団で取り組む学習などでは，グ
ループ編成がしにくいと感じる。 
-.124 -.007 .847 .020 -.137 .665 2.67 .71 
体育の授業では，チーム編成などが難しく，活動がし
にくいと感じる。 
.043 -.060 .670 .076 .193 .541 2.58 .73 
運動会など，学年ごとの演技や種目の実施などでは，
児童の発達の段階に応じた活動をしにくいと感じ
る。 
.088 .269 .454 -.007 .052 .369 2.31 .74 
児童が集団の中で多様な考え方に触れ，学びあう中で
培われる様々な能力が形成されにくく，集団として
の活力の低下を生じやすいと感じる。 
.017 -.034 .082 .714 .039 .542 2.60 .73 
集団における個々の児童の役割や位置づけが固定化し
がちで，社会性が育ちにくいと感じる。 
-.015 -.019 -.005 .676 -.103 .452 2.80 .72 
児童がお互いに刺激しあって学習意欲を高め，学力を
向上させることが期待しにくいと感じる。 
.028 .004 .024 .575 .094 .359 2.46 .75 
管理職を含めて，全教員がすべての児童を知っている
ため，生徒指導面の共通理解がしやすいと感じる。 
.087 -.031 .126 -.037 .737 .556 3.59 .58 
担任の考えや個性を出せる学級経営がしやすいと感じ
る。 
-.085 .185 -.213 .157 .637 .432 2.89 .75 
教員がお互いに協力的で，教員全体の同僚性や協働性
が生まれやすいと感じる。 
.010 -.130 .116 -.117 .515 .361 3.34 .67 
Note. N；149,因子分析は主因子法・プロマックス回転による。因子間相関係数は、ⅠⅡ；.51,ⅠⅢ；.41Ⅰ
Ⅳ；.54ⅠⅤ；-.25ⅡⅢ；.16ⅡⅣ.56ⅡⅤ-.30ⅢⅣ.36ⅢⅤ.01ⅣⅤ-.10。「管理職からの指導や点
検的な働きかけが多いように感じる（MD=2.30、SD=.79）」・「教員と児童との関わりが過剰になるため，児童の
自主性の発達が阻害されやすくなると感じる。（MD=1.96、SD=.74）」の2項目は、因子負荷量が「.35」を下回っ
ており、因子解釈可能性を考慮して除外した。 

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表２：小規模小学校における課題の因子分析結果
項目 1 2 3 4 5 h2 MD SD 
不審者の侵入時や災害等の緊急時に他の教員の支援を
受けにくく，児童の安全を確保しにくいと感じる。 
.794 .060 -.190 -.074 .070 .513 2.59 .80 
標準規模(12～24学級)校に比べ教員一人あたりの校務
分掌上の負担が大きくなると感じる。 
.589 -.181 -.099 .109 .100 .280 3.50 .62 
学級担任の配属など校内人事が難しいと感じる。 .562 -.001 -.042 .011 -.118 .353 2.83 .86 
修学旅行や自然教室など，学年行事の実施にあたって
教員の調整などがしにくいと感じる。 
.554 .034 .115 -.079 -.091 .377 2.60 .92 
指導に当たる教員が少ないため，クラブ活動等で児童
の多様な要望に応えることが難しいと感じる。 
.506 -.065 .134 -.009 .093 .280 3.09 .74 
教育活動および学校の管理・運営にかかる費用は規模
にかかわらず一定額を要するため，効率が悪いと感
じる。 
.497 .049 .114 .027 -.035 .365 2.58 .85 
校務分掌，研修会や行事などで，教育効果を十分にあ
げ得る教員組織を編成することが難しいと感じる。  
.414 .144 .053 .238 -.114 .540 2.45 .85 
新任教員や経験が浅い教員の場合，個人の判断や裁量
に基づく教育や指導に陥る傾向があると感じる。 
-.043 .871 .053 -.122 .101 .596 2.59 .70 
教員が個人の判断や裁量に基づく指導に陥りやすいと
感じる。 
-.034 .824 -.063 .089 .082 .689 2.50 .71 
教員の協働による活動の機会が少なく，教育技術の向
上や改善が難しいと感じる。 
-.081 .613 .034 .058 -.151 .452 2.01 .72 
日常的な相談や児童についての情報交換ができる教員
が学校内にいないと感じる。 
.248 .383 .012 -.076 -.092 .301 1.82 .72 
合唱・合奏など，集団で取り組む学習などでは，グ
ループ編成がしにくいと感じる。 
-.124 -.007 .847 .020 -.137 .665 2.67 .71 
体育の授業では，チーム編成などが難しく，活動がし
にくいと感じる。 
.043 -.060 .670 .076 .193 .541 2.58 .73 
運動会など，学年ごとの演技や種目の実施などでは，
児童の発達の段階に応じた活動をしにくいと感じ
る。 
.088 .269 .454 -.007 .052 .369 2.31 .74 
児童が集団の中で多様な考え方に触れ，学びあう中で
培われる様々な能力が形成されにくく，集団として
の活力の低下を生じやすいと感じる。 
.017 -.034 .082 .714 .039 .542 2.60 .73 
集団における個々の児童の役割や位置づけが固定化し
がちで，社会性が育ちにくいと感じる。 
-.015 -.019 -.005 .676 -.103 .452 2.80 .72 
児童がお互いに刺激しあって学習意欲を高め，学力を
向上させることが期待しにくいと感じる。 
.028 .004 .024 .575 .094 .359 2.46 .75 
管理職を含めて，全教員がすべての児童を知っている
ため，生徒指導面の共通理解がしやすいと感じる。 
.087 -.031 .126 -.037 .737 .556 3.59 .58 
担任の考えや個性を出せる学級経営がしやすいと感じ
る。 
-.085 .185 -.213 .157 .637 .432 2.89 .75 
教員がお互いに協力的で，教員全体の同僚性や協働性
が生まれやすいと感じる。 
.010 -.130 .116 -.117 .515 .361 3.34 .67 
Note. N；149,因子分析は主因子法・プロマックス回転による。因子間相関係数は、ⅠⅡ；.51,ⅠⅢ；.41Ⅰ
Ⅳ；.54ⅠⅤ；-.25ⅡⅢ；.16ⅡⅣ.56ⅡⅤ-.30ⅢⅣ.36ⅢⅤ.01ⅣⅤ-.10。「管理職からの指導や点
検的な働きかけが多いように感じる（MD=2.30、SD=.79）」・「教員と児童との関わりが過剰になるため，児童の
自主性の発達が阻害されやすくなると感じる。（MD=1.96、SD=.74）」の2項目は、因子負荷量が「.35」を下回っ
ており、因子解釈可能性を考慮して除外した。 

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表３：大規模小学校における課題の因子分析結果
項目 1 2 3 h2 MD SD 
他学年の児童の性格や行動を把握することが難しいと感じる。 .799 -.171 -.031 .498 3.16 .73 
生徒指導では，共通理解に立った適切な指導や対応を欠くおそ
れがあると感じる。 
.713 -.001 .099 .602 2.53 .73 
学年間の教員相互間の連絡，連携が不十分になりがちだと感じ
る。 
.712 -.181 .123 .494 2.63 .79 
管理職と個々の教員との関わりが浅くなりがちで，相互の理解
が不十分となる傾向が強いと感じる。 
.562 .134 -.004 .413 2.55 .69 
運動場，体育館の共用や特別教室利用の競合等が生じ，日常の
教育活動に支障をきたしやすいと感じる。 
.535 -.011 -.142 .212 3.31 .70 
教育活動の質を高めるための教職員の協力体制や風土づくりが
難しいと感じる。 
.461 -.052 .317 .445 2.43 .64 
学級担任によって教科の指導内容や進度が異なることが多いと
感じる。 
.424 .098 .181 .378 2.62 .63 
教員がお互いに協力的で，教員全体の同僚性や協働性が生まれ
やすいと感じる。 
-.364 -.011 .157 .092 2.29 .61 
児童の学年に対する所属感・連帯感が希薄になり，自主的・実
践的な集団活動を学年レベルで展開することが難しくなりが
ちであると感じる。 
-.041 .866 -.028 .689 1.98 .64 
児童の学校に対する所属感・連帯感が希薄になり，自主的・実
践的な集団活動を学校全体で展開することが難しくなりがち
であると感じる。 
.172 .756 -.108 .639 2.17 .67 
児童の学級集団に対する所属感・連帯感が希薄になりがちであ
ると感じる。 
-.326 .657 .200 .418 1.81 .57 
学校全体で教育目標の共通理解が不十分になり，一貫性のある
教育活動を推進しにくいと感じる。 
.385 .467 -.018 .542 2.27 .71 
学級を超えた同学年および学校全体としての，児童同士の良好
な人間関係が生まれにくいと感じる。 
.408 .430 -.050 .494 2.39 .69 
日常的な相談や児童についての情報交換ができる教員が学校内
にいないと感じる。 
-.092 .409 .167 .222 1.89 .57 
教員が個人の判断や裁量に基づく指導に陥りやすいと感じる。 -.210 .088 .808 .563 2.24 .61 
新任教員や経験の浅い教員の場合には，個人の判断や裁量に基
づく教育，指導に陥る傾向が大きいと感じる。 
-.139 .057 .756 .509 2.10 .62 
校務分掌，研修会や行事などで，教育効果を十分にあげ得る教
員組織を編成することが難しいと感じる。 
.085 -.036 .576 .372 2.13 .60 
学校運営等の会議において，きめ細かい議論がしにくいため，
全体の共通理解を欠き，十分な成果をあげにくいと感じる。 
.183 .095 .504 .480 2.31 .64 
校長の経営方針や経営ビジョンの共通理解，および，その共有
が難しく，時間がかかると感じる。 
.335 .014 .372 .409 2.40 .61 
Note. N；127,因子分析は主因子法・プロマックス回転による。因子間相関係数は、ⅠⅡ；.54,ⅠⅢ；.59,Ⅱ
Ⅲ；.56。「教員と児童との関わりが，担任する学級だけにとどまりがちだと感じる。（MD=2.62、SD=.74）」・
「不審者の侵入時や災害等の緊急時に他の教員の支援を受けにくく，児童の安全を確保しにくいと感じる。
（MD=2.07、SD=.75）」・「標準規模(12～24学級)校に比べ，教員一人あたりの校務分掌上の負担が小さくなると
感じる。（MD=3.25、SD=.66）」・「同学年の教員間で，教育課題や指導効果等について相互の研修や評価がしに
くいと感じる。（MD=2.05、SD=.52）」・「教員の協働による活動の機会が少なく，結果として教育技術の向上や
改善が難しいと感じる。（MD=2.06、SD=.54）」の5項目は、因子負荷量が「.35」を下回っており、因子解釈可能
性を考慮して除外した。 
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
表５：小規模校における学校経営課題の認知
  SS df MS F p ηG2 
人的資源の不足に関する課題
学校規模 1.469 3 0.49 1.688 0.172 0.032 
誤差 44.092 152 0.29       
全体 45.561 155         
教員個業化に関する課題
学校規模 0.809 3 0.27 0.888 0.449 0.017 
誤差 47.635 157 0.303       
全体 48.444 160         
活動グループ編成に関する課題
学校規模 1.389 3 0.463 1.426 0.237 0.027 
誤差 50.992 157 0.325       
全体 52.381 160         
児童集団に関する課題
学校規模 1.952 3 0.651 1.877 0.136 0.034 
誤差 54.77 158 0.347       
全体 56.722 161         
小規模校に関するメリット
学校規模 2.45 3 0.817 3.094 0.029 0.055 
誤差 41.958 159 0.264       
全体 44.408 162         


表６：大規模校における学校経営課題の認知
  SS df MS F p ηG2 
教員間連携に関する課題
学校規模 1.315 3 0.438 2.63 0.053 0.058 
誤差 21.164 127 0.167       
全体 22.479 130         
児童集団に関する課題
学校規模 0.174 3 0.058 0.265 0.851 0.006 
誤差 27.612 126 0.219       
全体 27.786 129         
教員個業化に関する課題
学校規模 0.177 3 0.059 0.269 0.848 0.006 
誤差 27.684 126 0.22       
全体 27.861 129         


表７：下位検定結果
小規模校に関する 
メリット 
過小規模校 小規模校 標準規模 大規模校 
3.39 3.27 3.21 2.83 


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
表５：小規模校における学校経営課題の認知
  SS df MS F p ηG2 
人的資源の不足に関する課題
学校規模 1.469 3 0.49 1.688 0.172 0.032 
誤差 44.092 152 0.29       
全体 45.561 155         
教員個業化に関する課題
学校規模 0.809 3 0.27 0.888 0.449 0.017 
誤差 47.635 157 0.303       
全体 48.444 160         
活動グループ編成に関する課題
学校規模 1.389 3 0.463 1.426 0.237 0.027 
誤差 50.992 157 0.325       
全体 52.381 160         
児童集団に関する課題
学校規模 1.952 3 0.651 1.877 0.136 0.034 
誤差 54.77 158 0.347       
全体 56.722 161         
小規模校に関するメリット
学校規模 2.45 3 0.817 3.094 0.029 0.055 
誤差 41.958 159 0.264       
全体 44.408 162         


表６：大規模校における学校経営課題の認知
  SS df MS F p ηG2 
教員間連携に関する課題
学校規模 1.315 3 0.438 2.63 0.053 0.058 
誤差 21.164 127 0.167       
全体 22.479 130         
児童集団に関する課題
学校規模 0.174 3 0.058 0.265 0.851 0.006 
誤差 27.612 126 0.219       
全体 27.786 129         
教員個業化に関する課題
学校規模 0.177 3 0.059 0.269 0.848 0.006 
誤差 27.684 126 0.22       
全体 27.861 129         


表７：下位検定結果
小規模校に関する 
メリット 
過小規模校 小規模校 標準規模 大規模校 
3.39 3.27 3.21 2.83 


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Bonferroniの下位検定の結果、過小規模校と大
規模校の間に有意な差が見られた。学校規模が小
さいほど、生徒指導面での共通理解のしやすさや、
教員間での同僚性や協働性の生じやすさを管理職
は感じる傾向にあると解釈できよう。ただし、
「ηG2 = 0.055」という数値を見る限り、効果量
（関連の強さを表す）は大きいとは言えない ７ 。 

４．結果の考察とまとめ

本稿では、「学校規模が学校運営諸現象にもた
らす影響」について考察を行った。分析結果の考
察を以下では述べる。 
まず、因子分析の結果から、小規模校の課題に
ついては5因子、大規模校の課題については3因
子が析出された。小規模校の課題について、因子
間相関を見ると、「小規模校に関するメリット」
は他の因子と負の相関関係を示している。これは
先述の通り、両義的な要素（協力と個業）が同時
に学校組織に内在していることを示している。 
大規模校の課題についての因子間相関を見ると、
相互に中程度の相関関係が見られた。教員数が相
対的に多い大規模校では、教員間の連携が困難で
あり、それが教員の個業化・児童の所属感の希薄
化と関連していることがわかる。 
次に、一元配置の分散分析により、現任校の学
校規模が教育課程編成上に与える影響を検証した。
分析結果は、小規模校の課題に関する「小規模校
に関するメリット」のみ有意な差が結果として見
られた。提示した仮説の中で、「a：現在勤務し
ている学校の規模が小さいほど、小規模校のメ
リットを強く認識する傾向がある。」のみが確認
されたことになる。その他３つの仮説は確認され
なかった。この理由について以下では考察する。 
副校長等の新たな職が学校組織に設置され、組
織の階層化が企図されたとはいえ、設置前の学校
と比較しても階層の複数化（複層化）による影響
はほとんど確認されていない。というのも、管理
職の数というのは、小規模校と大規模校を比較し
ても1・2名程度の差しか数に差がない。新たな
職の設置により学校組織を制度上複層化したとこ
ろで、大幅に管理職者数が増えるわけではないの
である。したがって、学校規模が与える影響その
ものは大きくないという結果が算出されたものと
考察できる。 
なお、唯一「小規模校に関するメリット」につ
いて有意な結果が見られたが、これを先の因子分
析の結果考察と合わせて考えれば、次のように考
察される。学校組織ではその組織特性上、各教員
が個業化に陥りやすいものとされている（佐古 
1986）。しかし、教員間の連携が困難とされる
大規模校と比較して、小規模校では教員間で協力
する雰囲気が醸成されやすく、管理職と教員間で
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が見いだせるかもしれない。これを足掛かりとし
て、その他の分析につなげたい。 

注（註）

１：なお、A市立の小学校教員・中学校管理職・
中学校教員に対しても同様に調査を実施してい
るが、教育課程編成に関わる課題であるため、
教員調査の結果は分析から除外した。また、A
市立中学校は、「大規模校」に区分される学校
が存在しないため、中学校管理職も本稿の分析
では用いていない。小中学校教員の分析に関し
ては波多江ら（2013）を、中学校管理職の分
析に関しては楊（2013）が詳しい。 
２：教員の認識に関して、教員にとって経験は概
して肯定的に捉えられる傾向がある（波多江・
川上・高木 2013）。現に、勤務経験の有無が
認識に差を与えることが確認されている（朴 
2013）。その点は限界として把握しておかね
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ばならない。 
３：α係数は0.7を切っており低めではあるが、
項目数が少ないことを考慮し、そのまま記載し
ている。 
４：因子ごとの下位尺度得点は以下の通り。 
小規模校の課題：「人的資源の不足に関する課
題」下位尺度得点（MD=2.79,SD=0.54）、
「小規模校の教員個業化に関する課題」下位
尺度得点（MD=2.23,SD=0.55）、「活動グ
ループ編成に関する課題」下位尺度得点
（MD=2.52,SD=0.57）、「小規模校の児童
集 団 に 関 す る 課 題 」 下 位 尺 度 得 点
（MD=2.61,SD=0.59）、「小規模校に関す
る メ リ ッ ト 」 下 位 尺 度 得 点
（MD=3.25,SD=0.52）。 
大規模校の課題：「大規模校の教員間連携に関
す る 課 題 」 下 位 尺 度 得 点
（MD=2.68,SD=0.42）、「大規模校の児童
集 団 に 関 す る 課 題 」 下 位 尺 度 得 点
（MD=2.09,SD=0.46）、「大規模校の教員
個 業 化 に 関 す る 課 題」 下 位 尺 度 得 点
（MD=2.24,SD=0.46）。 
５：説明変数と被説明変数の間は直線関係を必ず
しも前提とすることができないため、この分析
方法を選択した。 
６：大規模校の課題に関する「大規模校の教員間
連携に関する課題」は10％水準での有意傾向
を示しているが、本稿では参照に留めておきた
い。
７：効果量の大きさの目安は、「 ηG2 .01：
小」・「ηG2 .09：中」・「ηG2 .25：大」とさ
れている（平井2012）。 

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